
１．職員の任免および職員数の状況

（１）　職員の任免および職員数の状況

（２）　部門別職員数の状況（各年度４月１日現在）

２．職員の給与に関する状況

（１）　人件費の状況（一般会計決算）

※人口は令和7年3月31日現在。

（２）　職員給与費の状況（一般会計予算）

※職員数は特別会計の職員を除く。ただし、教育長を含む。

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況

（５年前） （１０年前）

一人当たり給与費

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B （B/Ａ)

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

一般行政職

千円千円

令和7年4月1日現在

524,162 6,720
７年度

歳

15.0

千円 千円

－ － －
歳

43.3

技能労務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

円 円円 円

人件費率 （参考）

B （B/Ａ) ５年度の人件費率

人件費

千円 ％

職員数 給　　　与　　　費

15.7
千円

5,488,129 268,258

328,725 58,205

商工観光課

土木管理課

特排（水道環境課）

小　　　計

小　　　計

水道（水道環境課）

67人

13人

特別会計
部門

（R６年度
から公営

企業部門） 5人

─

4人

特別行政
部門

下水（水道環境課）

334,848 363,747

住民基本台帳人口
歳出額

Ａ

６年度
千円

6,133人

78人

実質収支

△ 4

0

0

0

区　分

区　　　分

次年度採用

２人 ２人 ２人９４人 ９４人 １１人

令和６年度 令和７年度

職　員　数 対前年
増減数

65人

令和２年
４月１日

現在職員数

平成２７年
４月１日

現在職員数

９２人 ９８人

令和７年
４月１日

現在職員数

７９人

年度末ま
での退職

次年度採用

８人 ２人

令和６年度

区　　　　　分

部　　　　　門

令和６年
４月１日

現在職員数

８５人

令和５年
４月１日

現在職員数

令和５年度

年度末ま
での退職

次年度採用

令和４年
４月１日

現在職員数

令和４年度

年度末ま
での退職

13人

3人

％

862,179

14人

9人

会 　計 　課

5人

合　　　計

0

9人

5人

6人

0

△ 1

0

△ 1

△ 1

△ 1

0水道環境課

0

3人

3人

2人

税務住民課

福祉保健課

企画政策課 5人 5人

2人

8人9人

総　 務 　課
（広域連合派遣職員
含む）

13人

議会事務局 2人

0

1人

教育委員会（給食調
理場職員含む）

7人

農林水産課

9人

4人

千円

137,232

区　分

1人

─

5人

△ 1

85人 79人 △ 6

△ 2

一
般
行
政
職
部
門

12人
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（４）　特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　勤務時間　・　休憩　・　休息時間　・　週休日の状況

（注）　一部の施設等においては、１週間当たり３８時間４５分の勤務時間を別に指定しています。

（２）　休暇制度の概要

４．職員の分限および懲戒処分の状況

（１）　分限処分（令和６年度中） ２人

（２）　懲戒処分（令和６年度中） ３人

５．職員の服務の状況

（１）　服務の原則
　地方公務員には、全体の奉仕者として守らなければならない義務が定められています。

その内容は次のとおりです。

　①　法令等および上司の職務上の命令に従う義務

　②　信用および名誉を守る義務

　③　秘密を守る義務

　④　職務に専念する義務

　⑤　一定の政治的行為を行わない義務

　⑥　争議行為等を行わない義務

　⑦　営利企業等の従事制限

　子１人につき５日の範囲内

　育児時間休暇

介護休暇 　最大６ヵ月（無給）

組合休暇 　年に３０日以内（無給）

　子の看護休暇

１．２５０月分

報
酬

１．２５０月分

副   議   長

１．２５０月分

１２：００　～　１３：００ 日曜日及び土曜日

１．２５０月分

給
料

１．２５０月分

８：３０　～　１７：１５

週　休　日勤　務　時　間　 休　憩　時　間

－

副　 町　長 ５６９，０００円

５３１，０００円教   育   長

１．２５０月分 １．２５０月分

休　息　時　間

２．５０月分

１．２５０月分議         長 ３０３，０００円

１．２５０月分 ２．５０月分

２５０，０００円

２．５０月分

　７日（親族等級により異なる）

　夏季休暇

　親族の死亡休暇

議         員

特別休暇　（主なもの）

　結婚休暇 　５日以内

　３日以内

休暇の種類 要件、日数など

年次有給休暇 　最大で年に２０日付与

２２８，０００円

　１日を通じて９０分を超えない範囲内

　８週間以内

病気休暇 　必要と認められる期間

　産前休暇

　産後休暇 　８週間以内

　妻の出産休暇 　２日以内

区分

２．５０月分

期末手当等（支給割合）

６月期 １２月期 計

１．２５０月分 ２．５０月分

１．２５０月分 ２．５０月分

給料月額

７５８，０００円 １．２５０月分町　　　　 長
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６．職員の研修の状況

（１）　研修の実施状況（令和６年度）

◎　階層別研修

◎　ＩＴ研修

７．職員の福祉および利益の保護の状況

（１）　職員の健康診断の実施状況（令和６年度）

（２）　職員互助会が実施した福利厚生事業の状況（公費支出なし）

　 ①事業費総額　 ２１３，２７０円

②事業内容

・事務服購入補助　　 ２ 人分

・災害用ヘルメット購入 １０人分

・防災服購入 ８人分

・退職者花束

（３）　公務災害の発生状況（令和６年度）

（４）　育児休暇の取得状況（令和６年度）

（５）　利益の保護状況（令和６年度）

0人

1人

　●　タイムマネジメント研修

　●　市町村民税研修

　●　女性ステップアップ研修

　●　安全運転実技研修

　●　採用後２年以内職員研修 3人

　●　　新規採用職員ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修

　●　　採用後１０年職員研修

　●　　新任係長研修

　●　　新任課長研修

71人

　●　例規システム操作研修 79人

1人

　●　人事評価システム操作研修 63人

　●　法務研修

1人

1人

研　　修　　内　　容

　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求 無し

　●　固定資産税（家屋評価）研修

研　　修　　内　　容

2人

8人

2人

4人

2人

　●　　新規採用職員研修

　●　税徴収事務研修 2人

◎　専門研修◎　町独自研修

5人

　職員に対する不利益な処分についての不服申し立て 無し

対　　象　　職　　員

　定期健康診断 　人間ドック受診者以外の全職員

実施事業

1人

2人

内　　　　　　容 有・無

　人間ドック受診者 　職員のうち希望者 （６２名）
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